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研究要旨 

 適度な身体活動がさまざまな非感染性疾患に罹患するリスクを低下させたり、身体不活動が非感染性疾患

や高齢者の虚弱の危険因子であることが知られているが、日々さまざまな研究によってその信頼性が高めら

れたり、新たな知見が報告されている。このため、国民健康づくり対策をより効果的に推進するためには、健

康づくりのための身体活動基準（以下、基準）や身体活動指針（以下、指針）を最新のエビデンスに基づいて

定期的に改定（更新）することが重要である。そして、最新のエビデンスに基づいて改定された基準や指針

が、根拠に基づく政策立案（EBPM）を実践している地方自治体で活用されたり、広く国民に周知されること

も重要である。このため、本研究は身体活動に関する基準や指針の改定案を提案するために 7 つの研究班を

組織して最新研究のレビューを行うとともに、現在の基準や指針の改定や新たな基準や指針作成の可能性を

模索する。また、これまでに公表された基準や指針の認知度を確認するとともに、関係学会における専門家の

意見をヒアリングして、基準や指針改定の参考にする。さらに、身体活動の推進における主要な柱の一つであ

る厚生労働大臣認定健康増進施設の効果的な運営に向けた施設認定基準見直しに向けた検討を行う。 

 本報告書は最終年度に向けた中間報告であるが、最終年度には本年度の研究成果に基づいた基準や指針案

を提案するとともに、地方自治体や健康専門家に活用されることを目的としたリーフレット（ファクトシー

ト）や、身体活動指針を広く国民に周知するためのリーフレット（アクティブガイド）についても提案する予

定である。 
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Ａ．研究目的 

 適度な身体活動がさまざまな非感染性疾患に罹

患するリスクを低下さたり、身体不活動が非感染

性疾患罹患や高齢者の虚弱の危険因子であること

が日々さまざまな研究によって明らかにされてい

る（USA, 2018; WHO, 2020）。身体活動は生活の

質を高めたり健康寿命を延ばすことから、身体活

動の推進は国民健康づくり対策における主要な柱

の一つであり、これまで、身体活動推進の方向性や

目標を明確にするための基準や指針が策定されて

きた。具体的には、第 2 次国民健康づくり対策で

は、「運動所要量」(1989 年)及び「健康づくりのた

めの運動指針」（1993 年）。第 3 次国民健康づくり

対策（健康日本 21）では、「健康づくりのための運

動基準 2006」及び「運動指針（エクササイズガイ

ド）」(2006 年)。第 4次国民健康づくり対策（健康

日本 21（第二次））では、「健康づくりのための身

体活動基準 2013」及び「身体活動指針（アクティ

ブガイド）」(2013 年)が策定された。これらの基準

や指針は、EBPM（根拠に基づく政策立案）の考えに

基づき、最新のエビデンスを基にして策定された

ものである。2023 年度からスタートする次期国民

健康づくり対策を EBPM として推進するためには、

これまで同様に基準や指針を最新のエビデンスに

基づいて改定することが必要である。さらに、前回

の改定時にエビデンスが不十分で基準や指針の作

成が困難と判断された、「こどもの身体活動基準」、

「高齢者の運動基準」、「座った時間の上限値」、「全

身持久力以外の体力基準」を、最新のエビデンスを

基にして策定することも重要な課題である。また、

最新のエビデンスに基づいて更新された基準や指

針が、EBPM を実践する地方自治体における政策

立案の場で活用されたり、広く国民に周知される

ことも重要な課題である。このため、本研究は身体

活動に関する基準や指針の改定案を提案するため

に最新研究のレビューを行うとともに、現在の基

準や指針の更新だけでなく、新たな提案について

模索する。また、これまでに公表された基準や指針

の認知度を調査するとともに、関連学会における

専門家の意見をヒアリングして基準や指針改定の

参考にする。さらに、身体活動の推進における主要

な柱の一つである厚生労働大臣認定健康増進施設

は「健康寿命延伸プラン」等で更なる利活用が期待

されていることから、より効果的な運営に向けた

施設基準の見直しの検討をおこなう。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．研究班の組織 

 本研究の目的を達成するために、7 つの研究班

（研究分担者：6 人、研究協力者：32 人）を組織し

た。 

 

（1） 統括班 

 健康日本 21（第二次）推進専門委員会委員であ

る澤田亨（研究代表者）は、身体活動基準 2013 策

定時の研究班代表者であった宮地元彦（研究分担

者）と、行動疫学者である岡浩一朗（研究分担者）

と共に研究を統括する。さらに米国、豪州、シンガ

ポールの身体活動指針を作成した研究協力者

（Steven Blair, I-Min Lee, Nevil Owen, Robert 

Sloan）から国際的視点からのサポートを受ける。 

 

（2） 身体活動基準改定レビュー班 

 スポーツ科学者である丸藤祐子（研究分担者）は、

研究協力者（川上諒子）と文献レビューを行い、基
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準値を改定する必要があるかどうかを検討し、必

要がある場合は改定案を作成する。 

 

（3） 座った状態の時間の上限値及びこどもの身体活

動基準レビュー班 

 座位行動研究の第一人者である岡浩一朗（研究

分担者）は、研究協力者（柴田愛、石井香織、安永

明智、宮脇梨奈、小﨑恵生）と文献レビューを行い、

座った状態の時間の上限値案を作成する。また、こ

どもの身体活動研究者である石井香織（研究協力

者）および鳥居俊（研究協力者）と共にこどもの身

体活動基準案を作成する。 

 

（4） 高齢者の運動量の基準に関するレビュー及び身

体活動を支援する社会環境整備のための検討班 

 公衆衛生学者であり、運動疫学研究の第一人者

である井上茂（研究分担者）は、研究協力者（笹井

浩行、清原康介、菊池宏幸、天笠志保、町田征己）

と文献レビューを行い、高齢者の運動量の基準案

を作成する。また、身体活動を促進する社会環境整

備のための指針案作成の検討を行う。 

 

（5） 慢性疾患有病者に対する身体活動基準レビュー

班 

 スポーツ医学の専門家である小熊祐子（研究分

担者）は、研究協力者（佐藤真治、田村好史、宮下

政司、齋藤義信、田島敬之、津下一代、横山美帆、

原藤健吾）と文献レビューを行い、慢性疾患有病者

（糖尿病・高血圧・脂質異常症等）に対する身体活

動基準案を作成する。 

 

（6） 認知度調査と全身持久力以外の体力の基準及

び新たな分野の基準作成レビューと健康増進施設認

定基準見直し班 

 澤田亨（研究代表者）は、原田和弘（研究協力者）

とアクティブガイドの認知度調査を実施する。ま

た、研究協力者（門間陽樹、川上諒子、本田貴紀）

と文献レビューを行い、全身持久力以外の体力の

基準案を作成する。さらに、研究協力者（松下宗洋、

武田典子、郡山さくら、Robert Sloan）と妊産婦の

身体活動、メンタルヘルスと身体活動、睡眠と身体

活動に関する文献レビューを行い、それぞれの基

準案作成の可能性を検討するとともに小熊祐子

（研究分担者）および佐藤真治（研究協力者）と健

康増進施設認定基準の見直し案の作成に取り組む。 

 

（7） 身体活動及び運動習慣獲得のために必要な介

入方法レビュー班 

スポーツ科学者である中田由夫（研究分担者）は、

研究協力者（松尾知明、笹井浩行、甲斐裕子）と文

献レビューを行い、身体活動及び運動習慣獲得の

ための介入方法に関する指針案作成の検討を行う。 

 

（8） 身体活動と健康に関するメカニズム研究レビュ

ー班 

 宮地元彦（研究分担者）は、丸藤祐子（研究分担

者）、谷澤薫平（研究協力者）、山田陽介（研究協力

者）と共に、身体活動基準に生物学的な蓋然性を与

える運動生理学・運動生化学研究に関する文献レ

ビューを行い、健康寿命の延伸を阻害する要因で

ある非感染性疾患に対する身体活動による改善の

メカニズムを提示する。また、身体活動や運動によ

って誘発される生理・生化学的な反応や適応につ

いて記述し、指導者や国民に対する身体活動の効

果に関するリテラシーの向上に寄与することを目

指す。 

 

2．認知度調査 

 2013 年 3 月に厚生労働省から公表された健康づく

りのための身体活動指針（アクティブガイド）の認知度

を明らかにすることを目的にインターネット調査を実施

した。社会調査会社に調査を委託し、性別・年代・

教育歴の分布を日本人全体の分布にあわせた 20歳

から 69 歳の男女 7,000 名の登録モニターを対象に

質問紙調査を実施した。 

 

3．関連学会における専門家の意見収集 

 第 75 回日本体力医学会、第 31 回日本疫学会総

会、第 22 回日本健康支援学会年次学術大会におい

て身体活動基準 2013 および身体活動指針（アクテ
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ィブガイド）の改定に関するシンポジウムを開催

し、それぞれの学会に所属する専門家から改定に

関する意見をヒアリングし、基準や指針改定の参

考にする。また、第 75 回日本体力医学会、第 39 回

日本臨床運動療法学会、第 63 回日本糖尿病学会年

次学術総会において健康増進施設における標準的

な運動プログラムを紹介するとともに、健康増進

施設の認定基準に関して運動療法の専門家の意見

をヒアリングする。 

 

4．最新研究のレビュー 

 各研究班において「身体活動基準 2013 及び身体

活動指針改定案の作成」「座位行動の上限値もしく

は基準値案の作成」「こどもの身体活動量の基準値

案の作成」「高齢者の運動量の基準値案の作成」「慢

性疾患有病者に対する身体活動量の基準値案の作

成」「身体活動を促進する社会環境整備のための方

向性の作成」「身体活動及び運動習慣獲得のための

介入方法に関する方向性の作成」「全身持久力以外

の体力の基準値案の作成」「妊産婦、メンタルヘル

ス、睡眠の質向上のための身体活動基準案作成に

関する報告書の作成」「身体活動が健康に及ぼす効

果のメカニズムに関する報告書の作成」に向けた

レビューを行う。 

 

5．健康増進施設認定基準の見直し案の作成 

 運動型健康増進施設、温泉型健康増進施設、医療

法 42 条施設、日本医師会認定健康スポーツ医に対

して質問紙調査を行うとともに、健康運動指導士

や健康スポーツ医を対象にして、健康増進施設認

定基準の見直しに関するニーズや要望に関するヒ

アリング調査を行う。そして、健康増進施設認定基

準の解説書である「健康増進施設認定基準の解説

について」を調査結果に基づいて修正する。 

 

6．倫理的配慮 

 認知度調査は倫理委員会の承認を得たうえで実

施した。また、運動型健康増進施設、温泉型健康増

進施設、医療法 42 条施設、日本医師会認定健康ス

ポーツ医に対しする質問紙調査については、調査

開始前に、調査委託機関に対して調査内容を外部

に公表しないという秘密保持契約を締結した。そ

して、研究者は調査会社から匿名データを受け取

って集計した。 

 

Ｃ．研究結果 

 

1．認知度調査 

 純粋想起法によるアクティブガイドの認知度は

1.7％（95％信頼区間：1.3～2.0％）、文字想起法に

よるアクティブガイドの認知度は 13.4％（95％信

頼区間：12.6～14.2％）、イラスト想起法によるア

クティブガイドの認知度は 5.3％（ 95％信頼区間：

4.7～5.8%）であった。また、文字想起法による「プ

ラス・テン」の認知度は 6.8％（95％信頼区間：6.2

～7.4％）であった。また、これらいずれかの方法

によるプラス・テンを含むアクティブガイド（また

は）の認知度は 15.1％（95％信頼区間：14.3～15.9%）

であった。 

 

2．関連学会における専門家の意見収集 

 シンポジウムにおける質疑応答を通じて、身体

活動基準 2013 および身体活動指針（アクティブガ

イド）の改定に関する意見をヒアリングした。また、

健康増進施設の認定基準の改定に関する意見をヒ

アリングした。 

 

3．最新研究のレビュー 

 

（1） 身体活動と疾病リスクに関する量反応関係 

 身体活動量と疾病罹患率や死亡率の間に明確な

量反応関係があるかどうかについて、これまでに

トップジャーナル（Ann Intern Med、BMJ、JAMA、

Lancet、N Engl J Med）に掲載された研究をレビュ

ーした。その結果、量反応関係存在すると考えられ

た 15 本の文献を抽出した。死亡、心血管疾患、糖

尿病、日常生活動作の制限、体重増加をアウトカム

にした研究において、身体活動量が多いほどいず

れのリスクが低くなるという量反応関係が確認さ

れた。本レビューの結果は、健康づくりのための身
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体活動指針（アクティブガイド）におけるメッセー

ジのひとつである「プラス・テン」を支持する研究

が数多く存在することを示唆していた。 

 

（2） 高齢者の身体活動 

 各国から公表されている高齢者の身体活動ガイ

ドラインや 2020 年に WHO から公表された身体

活動ガイドラインの内容を確認したところ、2018

年に公表された米国の身体活動ガイドライン改定

時に実施されたアンブレラ・レビューが各国や

WHO の改定の基礎となっていることが確認され

た。このため、本研究では、健康アウトカムを「総

死亡」「循環器疾患罹患・死亡」「転倒・骨折」「身

体機能」としたうえで、米国と WHO で実施され

たアンブレラ・レビューで収集されたシステマテ

ィック・レビューを収集するとともに新たに検索

したシステマティック・レビューを追加した。また、

現在の基準値（身体活動基準 2013）は、比較的健

常な日本人高齢者であれば、ほぼ全ての者が達成

している値であることが明らかとなった。このた

め、現行ガイドラインや成人ガイドラインとの整

合性も考慮しつつ基準値の再考を検討するととも

に、筋力向上運動、多要素運動の推奨を検討する。 

 

（3） 身体活動を支援する社会環境 

身体活動を支援する社会環境については、近年、

多くの研究がなされており、自宅近隣の物理的環

境と身体活動との関連にテーマを絞ってアンブレ

ラ・レビューを進めている。系統的検索により 75

本の論文がヒットしたが、事前に設定した論文採

択基準に基づいて、表題および抄録スクリーニン

グによって 5 本のメタ分析が抽出された。 

 

（4） 座位行動 

 平成 25年および平成 29年国民健康・栄養調査、

スポーツライフ・データ 2016 および 2018、国民生

活時間調査 2010 および 2015 の 6 つの調査データ

を用い、日本の成人における座位行動（総座位時間

ならびにテレビ視聴時間）の実態について整理を

行った。1日の総座位時間に関して、8時間を超え

る者の割合が 3 割以上を示す調査もみられたが、

調査方法 (評価項目) の違いによりばらつきがあ

ることが分かった。また、テレビ視聴に伴う座位時

間の平均は 3～4時間程度であり、高齢者が顕著に

長いという特徴が明らかとなった。さらに、諸外国

における成人を対象にした座位行動指針に関して、

オーストラリア、アメリカ、イギリス、カナダ、WHO

により策定された具体的な内容およびその特徴に

ついて概観したところ、多くの国・機関に共通して、

「長時間にわたる座位行動をできるだけ少なくす

ること」、「できるだけ頻繁に座位行動を中断する

こと」が指針として採用されていることが明らか

となった。 

 

（5） 子ども・青少年における身体活動・座位行動 

 平成 18 年国民健康・栄養調査、平成 28 年社会生

活基本調査、令和元年度全国体力・運動能力、運動

習慣等調査、子ども・青少年のスポーツライフ・デ

ータ 2019、平成 30 年度・令和元年度児童生徒の健

康状態サーベイランスという 5 つの調査を使用し

て子ども・青少年における身体活動および座位行

動の実態を整理した。その結果、わが国における子

どもは 1 週間あたりの身体活動実施時間が 420 分 

(1 日 60 分×7 日間) 未満の者が 3～4 割を占めてい

ることが分かった。座位行動については、スクリー

ンタイムに 1 日あたり 2 時間以上費やす者の割合

が、小学生で 4～5 割、中学生で 5～6 割とかなり

高いことが明らかとなった。 

子ども・青少年を対象にした身体活動・座位行動

指針に関して、カナダ、アメリカ、オーストラリア、

イギリス、WHO で策定された内容を確認した結果、

多くの国や WHO は、「1 日 60 分以上の身体活動を

実施すること」、「筋肉および骨を強化するための

活動を週に 3 日以上取り入れること」、「余暇にお

けるスクリーンタイムを 1 日 2 時間未満にするこ

と」を指針として採用していた。 

 

（6） 有疾患者の運動・身体活動 

1） 運動・身体活動と安全 

 今回の身体活動ガイドライン改訂にあたり、エ
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ビデンスの蓄積と高齢化に伴う慢性有疾患者の増

加により、有疾患者をガイドラインの範疇として

検討する必要性が生じた。海外のガイドラインで

の有疾患者の取り扱いや、疾病ガイドラインにお

けるエビデンスの整理状況等を調査した結果、有

疾患者においても安全・安心に身体活動推奨を行

うためのエビデンスはある程度蓄積されており、

特に効果が確立されている疾患群として示すこと

が可能と考えられた。総論の部分で、安全・安心に

行う方法や医療との連携の仕組みを整えることで、

多くの人で現状に合った身体活動増加を推進する

ことができ、ガイドライン活用の場が広がると考

えられた。 

2） 高血圧患者における身体活動 

 本研究は、身体活動指針の中に高血圧患者をど

う位置づけるのかを明らかにすることを目的とし

た。初年度は、「高血圧患者になぜ身体活動が必要

か？」とリサーチクエスチョンを立て、近年更新さ

れた国内外の高血圧治療ガイドラインをレビュー

した。その結果、『高血圧患者が様々な身体活動を

適切におこなうことで、確実に安静時血圧を降下

できる。したがって、高血圧患者もそうでない人と

同様に身体活動が勧められる』と結論付けられた。 

3） 糖尿病患者における身体活動 

 エビデンスに基づいた糖尿病患者を対象とした

標準的な運動指導プロラムの作成のために過去の

ガイドラインの検索を行った。その結果、「糖尿病

診療ガイドライン 2019」が最も信頼性の高いガイ

ドラインであることが明らかとなった。内容につ

いても基準値だけでなく、歩数の目標値の提示な

ど、より具体的な方法論や、合併症によるリスクの

回避などについても述べられており、広く一般化

可能な内容であると考えられた。 

4） 脂質異常症患者における身体活動 

 エビデンスに基づいた脂質異常症患者を対象と

した標準的な運動指導プロラムの作成のために過

去のガイドラインの検索を行った。その結果、計 5

つの国及び地域が、これまでのエビデンスを基に

脂質異常症に関するガイドラインを策定している

ことが明らかとなった。脂質異常症に対する運動療

法としては、有酸素運動とレジスタンス運動が勧められ

ているが、特に 150 分/週以上の定期的な中強度の

身体活動の実施は脂質異常症の予防及び改善に有

用であることが考えられた。 

5） 変形性関節症患者における身体活動 

 本研究では、変形性関節症患者における身体活

動と 5つのアウトカム（①疼痛、②身体機能、③生

活の質(Quality of life)、④併存疾患リスク、⑤

疾患の進行）の関連性を明らかにするためにシス

テマティックとアンブレラレビューを実施した。

この結果、29 編のシステマティックレビューと 4

編の原著論文が採択された。2018 年に公表された

米国の身体活動ガイドラインにおいて，本テーマ

に関するエビデンスの現状が広く公開されたこと

も相まって，近年この領域に関する報告は増加傾

向であった。疼痛の軽減や身体機能の向上、QOL の

向上に焦点をあてた研究が多い一方で、併存疾患

のリスクや疾患の進行に関する研究は限られてお

り、さらに日本人を対象とした研究は未だ少ない

ことも明らかとなった。 

 

（7） 働く人と身体活動 

日本人勤労者を対象とした論文に加えて、内容

によっては日本人以外を対象とした論文も含め、

「労働者における余暇や日常生活全般の身体活動、

座位行動と健康指標との関連」「仕事中の身体活動、

座位行動と健康指標の関連」「職場における身体活

動を含む介入プログラムが健康指標に及ぼす影響」

といった点にポイントを置いて論文をレビューし

た。レビューの結果、余暇時間や日常生活下の身体

活動が多いほど、循環器系疾患リスクや抑うつな

どの健康指標と好ましい関連が示された。また、仕

事中の座位行動は一貫して健康指標と好ましくな

い関連がみられた。一方で、仕事中の身体活動が多

いほど健康指標が好ましいか否かは、研究が十分

でなく、結論づけられなかった。また、通勤時の身

体活動と健康指標との関連も研究が十分ではなか

った。職場における身体活動介入プログラムにつ

いては、すべての研究が職場または日常生活下で

の身体活動の増進に着目しており、多様な要素、ア
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ドヒアランスを高める技法が利用されており、概

ね健康指標への好ましい影響が観察された。一方、

仕事中の座位行動を減らすための介入プログラム

に関する研究は数が限られていた。 

 

（8） 身体活動及び運動習慣獲得に必要な介入方法 

本研究は、身体活動促進および運動習慣獲得の

ために必要な介入方法に関するシステマティック

レビューである。対象者は 18～64 歳で健康な男女

であり、どのような方法で介入すれば、身体活動量

が高まり、運動習慣が獲得されるかを検討したラ

ンダム化比較試験をシステマティックレビューし

ている。 

 

（9） 全身持久力以外の体力と健康 

 これまで推奨されてきた有酸素性の身体活動に

ついては健康効果が十分に確認されているが、有

酸素性の身体活動以外の様式については不十分で

ある。筋力を向上させるような身体活動（例：筋力

トレーニング）は、ウォーキングやランニングなど

の有酸素性の身体活動と同様によく行われている

身体活動様式であり、近年特に注目されている。本

研究では筋力トレーニングと健康の関連を検討す

る準備段階として、エビデンスの基となる筋力ト

レーニングの疫学研究についてレビューを行った。 

 

（10） 妊娠期における身体活動 

 近年公表された諸外国の身体活動に関するガイ

ドラインでは、妊婦に向けて身体活動の推奨がさ

れている。そこで本研究は、日本人妊娠に推奨され

る身体活動量を検討するために、日本における妊

婦を対象とした身体活動に関する記述が含まれる

国内のガイドラインについて、特に推奨身体活動

量に関する記載について確認を行った。その結果、

「妊婦スポーツの安全管理基準」、「産婦人科診療

ガイドライン」、「妊産婦のための食事バランスガ

イド」には、安全管理の観点からの運動条件の記載

はあるものの、健康づくりのために必要な身体活

動推奨量の具体的な記載はなく、エビデンスも不

足していることが明らかとなった。 

 

（11） 身体活動とメンタルヘルス 

身体活動とメンタルヘルスに関して、特にうつ

症状に着目し、海外の身体活動ガイドラインにお

けるメンタルヘルスに関する記述を概観した。ま

た、身体活動とうつ症状に関する疫学研究につい

てレビューを行った。WHO 身体活動・座位行動ガ

イドラインや米国の身体活動ガイドラインでは、

メンタルヘルスを重要な健康アウトカムの 1 つと

して捉えていた。また多くの研究は、身体活動によ

ってうつ症状の発生リスクが低下するという結果

を報告していた。 

 

（12） 身体活動と睡眠の質 

 一般集団の身体活動と全般的な睡眠の質に関す

るガイドラインを作成するための証拠を提供する

ことを目的にレビューを行った。過去における代

表的な研究、メタアナリシス、および身体活動と睡

眠の質に関する系統的レビューを検索した。検索

の結果、メタアナリシスの包括的レビューが 2つ、

メタアナリシスが 2 つ、系統的レビューが 2 つ含

まれる 6 つの論文が選択された。日本の成人を対

象にした質の高い研究は検索されなかった。レビ

ューの結果、定期的な身体活動は、成人における全

般的な睡眠の質に有益な効果をもたらすと考えら

れた。正確な量反応関係は不明であり、さらなる研

究が必要であるが、身体活動ガイドラインにおい

て身体活動が全般的な睡眠の質を促進することを

示すことは実用的であると考えられた。 

 

（13）身体活動と運動に関するメカニズム 

 身体活動・運動が”どれくらい“効果的なのかを

疫学的に明示することの重要性に加え、身体活動・

運動が”なぜ”効果的なのかも併せて示すことを

本レビュー班の目的とした。身体活動・運動が死亡

や疾患発症の予防・改善するメカニズムについて

記述するために、身体活動・運動に対する身体の適

応の視点と、慢性疾患の発症要因の視点の両面か

ら検討し、両者に共通して記述されている事項を

整理することで、エビデンスが強固な内容を記述
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する。現時点で、9本の総説を選定し、本レビュー

に必要な情報の抽出を行った。 

 

4．健康増進施設認定基準の見直し案の作成 

（1） 健康運動指導士に対する意見収集 

 現場の健康運動指導士に対するヒアリングを

行った。ヒアリングに当たっては、全国を6ブロ

ックに分け、各ブロック5～6名、計33名の健康運

動指導士を選抜した。ヒアリングの内容を録画

し、後日逐語録から質的解析をおこなった。その

結果、健康増進施設ならびに指定運動療法施設の

質の向上には、「医学的視点から運動指導できる

健康運動指導士が必要だが、現状は医学教育が不

足している」という課題が指摘された。そして、

その課題解決には「医療機関での実習型研修が求

められている」ことが明らかとなった。この背景

には、有疾患者相手に求められる臨床的スキルの

多くが、知識ではなく、身体性を伴った学びの中

でしか身につかないという事情に加え、連携医療

機関での実習時間が思うように確保できていない

という現状がある。このため、指定運動療法施設

の認定基準に「健康運動指導士の医療現場での研

修実習を推奨する」を加え、施設管理者に実習機

会を検討してもらうことを提案する。 

 

（2） 健康スポーツ医に対する意見収集 

 ウェブアンケートを実施し 401件の回答を得た。

健康増進施設や指定運動療法施設の認知度は低か

ったが、かかりつけ医・健康スポーツ医と連携をと

った運動施設の意義は大きく、質・量の改善が望ま

れていた。「質」の面では、健康運動指導士・健康

運動実践指導者やかかりつけ医・健康スポーツ医

などの研修会、日頃からの連携、地域における複数

の施設の連携・役割分担の明確化が必要と考えら

れた。一方で「量」の面では、施設数を増やすため

に緩和可能な要件として、面積要件や付帯設備（シ

ャワーなど）が挙げられた。近年の身体活動促進の

ガイドラインに基づけば、運動施設に広いスペー

スは必ずしも必要ではなく、面積要件の緩和は考

慮すべき点と考えられた。同様の理由で、プール、

入浴施設、シャワー等は必須とは考えられない。可

能なハード面での要件緩和を図るとともに、質は

担保し、より活用される制度にしていく必要があ

る。 

 

（3） 運動型健康増進施設・温泉型健康増進施設・医

療法 42 条施設に対する意見収集 

 運動型施設の回答率は34%（113施設/328施設）、

温泉施設は 59%（13 施設/22 施設）、42 条施設につ

いては 40％（93 施設/233 施設）という回答率であ

った。運動型および温泉型健康増進施設について

は、人的基準において、健康スポーツ医、温泉療法

医、健康運動指導士・健康運動実践指導者の確保が

困難であるとの声が多く寄せられた。健康増進施

設の質を維持・向上させていくためには人的基準

を満たすための体制の整備が必要であると考えら

れた。一方で、健康増進施設認定制度に対する申請

を検討したことがある 24施設における自由記載内

容はハード面の認定基準の緩和を求める声が多か

った。とりわけ、面積要件が 42 条施設が健康増進

施設、そして指定運動療法施設の認定を受けるた

めの障壁になっている可能性があると考えらえた。 

 

（4） 健康増進施設認定基準の見直しに関する提案 

 見直しにあたって留意した点は、ハード面の緩

和、ソフト面の充実であった。そして、ハード面に

おける主な見直し点は、面積要件や標準的な運動

プログラムの実施に不要なシャワーや浴室などの

施設の設置基準を廃止する提案である。一方で、ソ

フト面における主な見直し点は、指定運動療法施

設の質を高めるために健康運動指導士等の運動プ

ログラム提供者に医療現場での実習型研修の機会

を与えることを推奨したり、医師の処方に基づく

運動療法を実施する際の 1 回当たりの利用料金の

変更に関する提案である。 

 

Ｄ．考察 

 

１．認知度調査 

 本研究において前回の指針（健康づくりのための
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運動指針 2006：エクササイズガイド）と同様に最

新の指針（健康づくりのための身体活動指針：アク

ティブガイド）についても認知度が低いことが明

らかになった。また、本研究に先立って実施された

調査は地方自治体における身体活動促進に関する

行動計画の策定においてエクササイズガイド、ア

クティブガイドいずれもほとんど活用されていな

いことを報告している（武田, 2019）。最新のエビ

デンスに基づいた優れた基準や指針であっても、

その基準や指針の認知度が低いために、指針に基

づいた身体活動が実践されなかったり、政策立案

に活用されなければ「絵に描いた餅」となる。この

ため、本研究の最終成果物が、基準および指針の改

定に関する検討会において修正・承認された後、下

記に掲載したさまざまな方法を通じて広く社会に

周知されることが重要だと考えられる。 

 

2．関連学会における専門家の意見収集 

 現時点では具体的な基準案や指針案を提示する

ことができなかったことから、関連学会における

専門家と具体的な意見交換を行うことがほとんど

できなかった。また、すべての学会が Web 開催で

あったために、踏み込んだ意見交換を行う機会を

得ることができなかった。最終年については、対面

で開催される学会が増えてくると考えられること

から、具体的な基準案や指針案を提示することに

よって、より良い基準案や指針案を作成するため

の意見やコメントを受けて行きたいと考えている。 

 

3．最新研究のレビュー 

（1） 身体活動と疾病リスクに関する量反応関係 

 今回のレビューにおいて、トップジャーナルに

掲載された研究を対象に身体活動量と疾病罹患率

や死亡率の関係を確認したところ多くの研究にお

いて明確な負の量反応関係が存在することが確認

された。この結果は、健康づくりのための身体活動

指針（アクティブガイド）における重要なメッセー

ジとなっている「プラス・テン」を支持する結果で

ある。これまでにも多くの研究が身体活動量とさ

まざまな健康アウトカムの間に負の量反応関係が

あることが報告されており、2018 年に公表された

米国人を対象とした身体活動ガイドラインにおい

て「Some physical activity is better than none」

というメッセージが、2020 年に WHO が世界の人々

を対象にした身体活動ガイドラインでは「Doing 

some physical activity is better than doing 

none」というメッセージが繰り返し述べられてい

る。わが国においてもアクティブガイドにおいて

採用された「プラス・テン」というメッセージを継

続して使用していくことが望ましいと考えられる。 

 

（2） 高齢者の運動量 

 身体活動基準 2013 において 65 歳以上の身体活

動の対基準は「強度を問わず、身体活動時間を毎日

40 分（＝10 メッツ・時/週）」と定め、身体活動指

針（アクティブガイド）において「じっとしていな

いで 1 日 40 分」というメッセージを発信した。本

研究における既存データの分析結果は、比較的健

康な日本人高齢者はほぼすべての人がこのメッセ

ージを達成していることが明らかになった。この

ため、アクティブガイドの改定においては、現行の

ガイドラインや 18 歳から 64 歳を対象としたメッ

セージ（元気にからだを動かしましょう。1 日 60

分）との整合性を考慮しつつ新たな基準値を提案

するか更なる検討が必要だと考えられる。また、高

齢者のロコモやフレイルに及ぼす身体活動の効果

が明らかになりつつある現在、筋力向上身体活動

や多要素身体活動の奨励に関する基準や指針の提

案についても検討を行っていく必要があると考え

られる。 

 

（3） 身体活動を促進する社会環境整備 

身体活動基準 2013 において、身体活動を普及

啓発するための考え方として「まちづくり」の視点

が重要であることを訴えるとともに、健康日本 21

（第二次）において「住民が運動しやすいまちづく

り・環境整備に取り組む自治体数の増加」を目標と

して掲げることを紹介している。身体活動を支援

する社会環境については、近年、多くの研究がなさ

れており、本課題に関連するエビデンスが増加し
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ている。今回の基準や指針の改定においては前回

の基準や指針から一歩踏み込んだ提案に向けて検

討を行っていく。 

 

（4） 座位行動 

 日本の成人における座位行動をどの程度に抑制

するべきなのかについて、今後は座位行動が種々

の健康アウトカムに及ぼす影響に関する諸外国な

らびに日本における研究動向を整理し、それらの

成果を踏まえた上で、日本の成人に対する身体活

動・座位行動指針を策定していく。 

 

（5） 子ども・青少年における身体活動・座位行動 

 前回の身体活動基準や身体活動指針は 18歳以上

の成人を対象としたものであり、18 歳未満の身体

活動の指針については 2012 年に文部科学省から

公表された幼児期運動指針が存在するのみであり、

6 歳以上の子どもや青少年における身体活動ガイ

ドラインは存在していない。子どもや青少年にお

おける身体活動は健康アウトカム以外にさまざま

なアウトカムに影響を及ぼすことが考えられ、ま

た、成長期にあることから身体活動とアウトカム

の関係を調査すること自体にもさまざまな困難が

ともなうと考えられる。これらの困難はあるもの

の多くの子どもや青少年が身体不活動に伴う悪影

響を受けている可能性があり、その実態を確認す

るとともに、先行して子どもや青少年の身体活動

ガイドラインを公表した国や WHO のガイドライ

ンを参考に、日本人を対象としたのエビデンスや

ファクトを考慮したガイドラインを提案していく。 

 

（6） 有疾患者の運動・身体活動 

 前回の身体活動基準において具体的な基準や指

針が示された人は血糖・血圧・脂質に関する健診結

果が基準範囲内の人たちのみであり、いずれかの

項目が保健指導レベルの人については、保健指導

に従った運動・身体活動の実践が推奨された。また、

リスク重複者やすぐに受診を要する人はかかりつ

け医への相談が推奨された。超高齢社会の今、慢性

疾患を抱えて生活している人は決して少なくない。

一方で、血糖・血圧・脂質のみならずさまざまな慢

性疾患者に対する身体活動の効果を報告した研究

が増えつつある。今回の改定においては、前回の身

体活動基準から一歩踏み込んで、高血圧・2 型糖尿

病・脂質異常症・変形性関節症をターゲットにして、

これらの疾患に関する治療/診療ガイドラインや

先行研究をレビューしたうえで、安全で有効な身

体活動基準や指針案の作成に取り組んでいく。 

 

（7） 働く人と身体活動 

 身体活動基準 2013 において、身体活動を普及啓

発するための考え方として「まちづくり」と同じく

「職場づくり」の視点が重要であることを訴えて

いる。多くの成人は「働く人」であり、一般人を対

象とした基準や指針は、そのまま働く人に当ては

めることが可能だと考えられるが、身体活動量が

多い職場や座位行動が多い職場などさまざまな職

場が存在し、それらの多様性の中で、どのように基

準や指針を提案していくか、今後の課題として取

り組んでいく。 

 

（8） 身体活動及び運動習慣獲得に必要な介入方法 

健康づくりのために、身体活動を促進し、運動習

慣を獲得するために、どのような介入が有効であ

るかという点については十分に整理されていない。

本研究におけるシステマティックレビューによっ

て、身体活動促進や運動習慣獲得に有効な介入要

素を整理することが、今後の指針づくりにつなが

る資料提供に取り組んでいく。 

 

（9） 全身持久力以外の体力と健康 

 国民の身体活動を増加せるためには、ウォーキ

ングやランニングだけではなく、他の活動様式も

選択肢としてあることを意識してもらうことが重

要である。言うなれば、国民が安心して身体活動を

選べる環境、すなわち、身体活動の多様性がある社

会が鍵となる。安心して選んでもらうためには、エ

ビデンスがしっかり確立されていること、さらに、

実施上のリスクがどの程度あるのかを明確に示す

ことが望まれる。このため、全身持久力以外の体力
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と健康について現在、システマティックレビュー

およびメタ解析の作業を進めており、これらの課

題に取り組んでいく。 

 

（10） 新たな分野の基準作成を模索するレビュー 

近年における世界的を代表する身体活動ガイド

ラインとして、2018 年に発表された米国人のため

の 身 体 活 動 ガ イ ド ラ イ ン （ Physical Activity 

Guidelines for Americans 2nd edition）と、2020 年に

世界保健機関からは発表されたガイドライン

（WHO Guideline on Physical Activity and Sedentary 

Behavior）があげられる。これらのガイドラインは、

いずれも妊娠期における身体活動やメンタルヘル

スや睡眠の質と身体活動の関係を調査した研究が

レビューされ、その結果として身体活動が奨励さ

れている。今回のレビューにおいていずれの分野

も日本人を対象とした研究が少ないことが確認さ

れ、日本において身体活動の基準や指針案を提案

することが困難な状況であると考えられた。しか

しながら、現時点において利用できる国内のエビ

デンスに加えて、国外のエビデンスを参考にして

何らかの推奨がおこなえるかどうか検討していく。 

 

（11） 身体活動と運動に関するメカニズム 

 身体活動・運動による予防や改善が期待される疾

患や症候群として、肥満症、糖尿病、脂質異常症、高

血圧症、虚血性心疾患、脳卒中、一部のがん（大腸が

ん、子宮体がん、乳がんなど）、サルコペニア、骨粗鬆

症、関節症、認知症、うつ病、気分障害が挙げられる。

これらの疾患・症候群に関連する臓器や器官である、

脳・神経、骨・筋、呼吸器、循環器、肝臓、腎臓、血液

に対する、身体活動・運動による適応の機序について

レビューを実施しているが、より詳細な文献レビュー

を実施することに加え、日本人における疾病罹患

率や予防や治療効果の確かさなどとのバランスを

考慮し、ファクトシートへ記載すべき内容につい

て一層の精査を進めていく。 

 

4．健康増進施設認定基準の見直し案の作成 

（1） 健康運動指導士に対する意見収集 

 指定運動療法施設の健康運動指導士が医療現場

において研修実習を実施することについては、実

習先の医療機関の確保や研修期間中のマンパワー

の補填など課題は多くあるが、健康運動指導士が

経験や自信がないまま有疾患者を運動指導せざる

得ない状況を見過ごすことはできないと考えてい

る。また、健康運動指導士が現場実習を通じて医学

的視点を身につけ、有疾患者に質の高い運動プロ

グラムを提供できるようになれば、楽しさを演出

できるという健康運動指導士が持つ元来の強みと

相まって、医療連携先の多職種チームの中で独自

の役割を発揮すると思われる。 

 

（2） 健康スポーツ医に対する意見収集 

 今回の調査結果から、かかりつけ医・健康スポー

ツ医と連携をとった運動施設の意義は大きく、質・

量の改善が望まれてることが明らかになり、「量」

の面から施設数を増やすために緩和可能な要件と

して面積要件などの施設要件に関する提案を行っ

たが、安全面での配慮は充実させる必要があり、

AED の設置は必須であり、酸素飽和度測定器の用意

も検討が必要だと考えられた。ソフト面での人材

育成、運動施設スタッフと医療施設スタッフの連

携といった点は今後検討が必要な重要な課題であ

る。対象となる疾病や運動が多様化しており、単独

の健康スポーツ医や単独の運動施設で完結して行

うには、無理がある。地域で連携し、施設や医師の

役割分担をしていくことも重要であり、地域包括

ケアシステムの中で重要な役割を担うべきものと

考える。リハビリテーション後のニーズも多くな

っており、通所リハ終了後の受け皿という位置づ

けも今後益々重要になるだろう。自治体において

は、健康増進施設を地域の健康ステーションとと

らえ、補助を行うかわりに、健康面の設備を充実さ

せるなど更なる活用の可能性がある。さらに、健康

増進施設や指定運動施設の存在や役割を知らない

健康スポーツ医が多く、good practice となる施設

や場を見学できる仕組があるとよいと考えられる。 

 

（3） 運動型健康増進施設・温泉型健康増進施設・医
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療法 42 条施設に対する意見収集 

 本調査の結果、健康増進施設の認定基準につい

て、人的基準を満たすための資格認定制度や養成

体制の整備が必要であると考えられた。また、認定

施設を増やしていくためには健康増進施設の目的

達成に関係しない認定基準の見直しや時代の変化

や、時代の変化に伴う疾病構造の変化を受けた認

定基準に見直していく必要があると考えられる。 

 

（4） 健康増進施設認定基準の見直しに関する提案 

 健康増進施設認定規程は、健康増進のための有

酸素運動を安全かつ適切に行うことができる施設

を厚生大臣（当時）が認定し、その普及を図ること

を目的として昭和 63 年に定められたものである。

しかしながら、認定規程の制定から 34 年が経過し

た現在においても認定施設数が全国で 400 施設を

下回っており、十分に普及が図れていると言える

状況ではない。また、社会環境や人口構成が変化し、

認定規程に基づく認定基準と健康増進施設の現状

との間に齟齬が生じている。さらに、令和元年に作

成された健康増進施設における「標準的な運動プ

ログラム」との間にも齟齬が生じている。健康増進

施設が今まで以上に国民の健康寿命の延伸に貢献

するために、今回の提案内容が早期に見直される

ことが望まれる。 

 

Ｅ．結論 

 最終年度は本年度の研究成果に基づいて最終成

果物を作成する。 

 

1．最終成果物 

 健康づくりのための身体活動基準案や身体活動

指針案を作成するとともに、地方自治体や健康専

門家が活用しやすいように整理したシート案（フ

ァクトシート）や、身体活動指針を広く国民に周知

するためのシート案（アクティブガイド）を作成す

る。 

 

（1） 身体活動基準及び身体活動指針 

 研究分担報告書において各分野における学術的

エビデンスを整理するとともに、総合報告書とし

て総合的なエビデンスを提示する。 

 

（2） ファクトシート（案） 

 各分野における「身体活動の推奨量（基準）」「な

ぜ必要か」「現状はどうか」「期待される効果はどの

ようなものか」「取り組むべきことは何か」「Q＆A」

「重要文献リスト」を掲載したシートを作成し、地

方自治体における政策立案や健康専門家の健康指

導に利用できるシート案を作成する。 

1） 作成を予定しているファクトシート 

・（総括版）健康づくりのための身体活動 

・こどものための身体活動 

・働く人のための身体活動 

・高齢者のための身体活動 

・慢性疾患を持つ人のための身体活動 

2） 作成を検討するシート 

・身体活動を促進する社会環境整備 

・身体活動及び運動習慣獲得の介入方法 

・妊産婦に対する身体活動 

・メンタルヘルスのための身体活動 

・睡眠の質向上のための身体活動 

・体力と健康 

 

（3） アクティブガイド（案） 

 2013 年度に公表された身体活動指針（アクティ

ブガイド）の骨格をそのまま利用し、本研究によっ

て新たに作成された基準を国民にわかりやすく伝

えるためのシート案を作成する。 

・（総括版）身体活動・座位行動ガイドライン 

 ※ 日本語版、英語版、中国語（簡体）版、中

国語（繁体）版、韓国語版、スペイン語版 

・こどものための身体活動ガイドライン 

・働く人のための身体活動ガイドライン 

・高齢者のための身体活動ガイドライン 

・慢性疾患を持つ人のための身体活動ガイドラ

イン 

 

2．最終成果物の公開に関する提案 

 本研究における認知度調査によってこれまでの
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基準や指針の認知度が低いことが明らかになった。

改定された基準や指針が国民の健康づくりに貢献

するために、本研究の最終成果物が、基準および指

針の改定に関する検討会において修正・承認され

た後、下記に掲載したさまざまな方法を通じて広

く社会に公開することを提案する。 

 

（1） 国内における公開および周知 

1） 厚生労働省によるプレスリリースおよびホームペ

ージへの掲載 

 改定された基準や指針が広く国民に周知される

ようプレスリリースを行うとともに、厚生労働省

のホームページに掲載する。 

2） 厚生労働省から地方自治体に向けた通知 

 改定された基準や指針が地方自治体における健

康政策立案に活用されるよう、周知のための通知

を発信する。 

3） e-ヘルスネットへの掲載 

 国民や健康専門家が、改定された基準や指針の

詳細情報を検索・確認できるように e-ヘルスネッ

トに各研究班の解説書を掲載する。 

4） Smart Life Project や Sport in Life を通じた周知 

 厚生労働省やスポーツ庁のプロジェクトにおい

て改定された基準や指針を紹介する。 

 

（2） 国外に対する公開および周知 

 多くの国がエビデンスに基づいて身体活動に関

するガイドラインを発信している。本研究の最終

成果物が、基準および指針の改定に関する検討会

において修正・承認された後、その内容を関連国際

誌に掲載したり、関連国際学会で発表することに

よって次の改定に向けた情報交換や意見交換が活

発になると考えられる。また、世界保健機関やアジ

ア各国における身体活動ガイドラインの作成を担

当する研究者に新たに作成された基準や指針を報

告することによって、世界保健機関やアジア各国

の身体活動ガイドラインの作成や改定に貢献でき

ると思われる。 

 

3．次の改定に向けた研究の提案 

 本研究において、いくつかの分野においては基

準や指針を作成するための日本人を対象とした研

究がほとんど見当たらないというレビュー結果が

報告された。この問題を解決する一つの方法とし

て、全国の保健所を拠点にして実施されている多

目的コホート研究である JPHC Study (Japan 

Public Health Center Study)のような研究の展開

が望まれる。JPHC Study は厚生労働省がん研究助

成金によって 1990年に開始されたコホート研究で

ある。この研究は全国 11 の保健所が拠点となって

研究機関や大学と共同研究を実施し、どのような

生活習慣が疾病の発症に関連しているのかを明ら

かにすることを目的としている研究であり、すで

に 400 本近くの学術論文を公表しており、その多

くが新聞やインターネットを通じて社会に発信さ

れ、国民の健康づくりに貢献している。この JPHC 

Study をモデルに、全国の健康増進施設を拠点にし

た研究（健康増進施設研究）を展開し、健康増進施

設の会員や周辺住民を対象にしたコホート研究や

クラスターランダム化比較試験（図）によって、日

本人において確認が不十分な身体活動と健康アウ

トカムの関係を明らかにする。各研究テーマに関

心を持っているいくつかの健康増進施設と研究機

関が参加することによって共同研究が実施できる

と考えられる。そして、その結果を「健康増進施設

研究」という名前とともに新聞やインターネット

メディアに発信することによって、国民の健康づ

くりに貢献するとともに、認知度が課題となって

いる労働大臣認定健康増進施設の認知度を上げる

とともに、次回の改定に向けたエビデンスを得る

ことが可能となる。そして、これらのエビデンスを

基にした EBPM（根拠に基づく政策立案）を展開し

て国民健康づくり対策を推進することが可能とな

る。 
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図 クラスターランダム化比較試験の例 
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